
福岡県における気候変動影響及び適応策の実施・検討状況に関する調査について 

 

１ 目的 

福岡県気候変動適応センターでは、県内各地における気候変動影響の予測や、気候

変動影響による被害を防止・軽減するための適応策の先進事例などについて、自然災

害や健康、農林水産業などの分野別（資料２－２参照）に取りまとめ、市町村や県民、

事業者の方々に分かりやすく発信し、県内における適応策を推進していくこととして

いる。 

このため、県内の事業者、市町村及び県庁関係課が気候変動影響の分野ごとに、ど

のような影響があると認識し、どのような適応策に取り組んでいるかを把握するため、

調査を実施した。 

 

２ 実施方法 

（１）県庁関係課（調査結果概要：資料２－３） 

 （２）市町村（調査結果概要：資料２－４） 

（３）事業者（調査結果概要：資料２－５） 

調査対象者 庁内部署 

対象数 13 部署（警察本部含む） 

調査方法 電子メール 

調査期間 令和元年 12 月 27 日（送信）～令和 2 年 1月 17 日 

回収数 13 機関 

回収率 100％ 

調査対象者 県内市町村 

対象数 60 市町村 

調査方法 電子メール 

調査期間 令和元年 12 月 27 日（送信）～令和 2 年 1月 24 日 

回収数 51 市町村（令和 2年 1月 29 日時点） 

回収率 85％（同上） 

調査対象者 県内に事業所を有する事業所 

対象数 183 社（「福岡の会社情報 2019 年版」より業種別に抽出） 

調査方法 郵送法  

調査期間 令和元年 12 月 5 日（発送）～令和元年 12 月 24 日 

回収数 67 社 

回収率 37％ 

資料２－１ 


